
第７５号議案

   芦屋市風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部を改正する条例の

制定について

 芦屋市風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部を改正する条例を別紙

のように定める。

   令和５年１２月１日提出

芦屋市長 髙 島  崚 輔   

提案理由

安定的なエネルギー需給構造の確立を図るためのエネルギーの使用の合理化等に

関する法律等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令によ

る風致地区内における建築等の規制に係る条例の制定に関する基準を定める政令の一

部改正に伴い、風致地区内において市長の許可を要する行為に係る規定を整備する等

のため、この条例を制定しようとするもの。 
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芦屋市条例第  号

芦屋市風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部を改正する条例

芦屋市風致地区内における建築等の規制に関する条例（平成２６年芦屋市条例第４１号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太枠の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」と

いう。）については、次のとおりとする。 

(1) 改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。 

(2) 改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。 

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

１～１２ （略） １～１２ （略） 

１３ 前各項に掲げるもののほか、次に掲げる行為 １３ 前各項に掲げるもののほか、次に掲げる行為 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 認定電気通信事業（電気通信事業法（昭和５９年法律第８６

号）第１２０条第１項に規定する認定電気通信事業をいう。以

下同じ。）又は有線一般放送（放送法施行規則（昭和２５年電波

監理委員会規則第１０号）第２条第４号に規定する有線一般放

送をいい、その全てが共同聴取業務であるものに限る。以下同

じ。）の用に供する線路（その支持物を含む。以下同じ。）又は

空中線系でその高さが１５メートル以下のものの新築（有線一

般放送の用に供する線路又は空中線系に係るものに限る。）、改

築、増築又は移転 

(3) 認定電気通信事業（電気通信事業法（昭和５９年法律第８６

号）第１２０条第１項に規定する認定電気通信事業をいう。以

下同じ。）又は有線放送業務（共同聴取業務に限る。以下同じ。）

の用に供する線路（その支持物を含む。以下同じ。）又は空中線

系でその高さが１５メートル以下のものの新築（有線放送業務

の用に供する線路又は空中線系に係るものに限る。）、改築、増

築又は移転 

(4) （略） (4) （略） 
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改正後 改正前 

別表第２（第３条関係） 別表第２（第３条関係） 

１～２２ （略） １～２２ （略） 

２３ 削除 ２３ 有線放送電話業務の用に供する線路又は空中線系及びこれ

らに係る電気通信設備を収容するための施設の設置又は管理に

係る行為 

２４ 放送法（昭和２５年法律第１３２号）第２条第２号に規定す

る基幹放送の用に供する線路又は空中線系及びこれらに係る電

気通信設備を収容するための施設の設置又は管理に係る行為 

２４ 放送法（昭和２５年法律第１３２号）による放送事業の用に

供する線路又は空中線系及びこれらに係る電気通信設備を収容

するための施設の設置又は管理に係る行為 

２５ 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１

６号に規定する電気事業の用に供する電気工作物の設置（発電用

の電気工作物及び同項第１４号に規定する発電事業の用に供す

る蓄電用の電気工作物の設置を除く。）又は管理に係る行為 

２５ 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）による電気事業の

用に供する電気工作物の設置（発電の用に供する電気工作物の設

置を除く。）又は管理に係る行為 

２６～３５ （略） ２６～３５ （略） 

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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参 照 １

芦屋市風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部改正要綱 

１ 改正の趣旨 

安定的なエネルギー需給構造の確立を図るためのエネルギーの使用の合理化等

に関する法律等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政

令による風致地区内における建築等の規制に係る条例の制定に関する基準を定め

る政令の一部改正に伴い、風致地区内において市長の許可を要する行為に係る規定

を整備する等のため、この条例を制定しようとするもの。 

２ 改正の内容 

(1) 風致地区内における建築等の規制に関し、市長の許可を要する行為に、発電事

業の用に供する蓄電用の電気工作物の設置に係る行為を追加する。 

（別表第２第２５項関係） 

 (2) 放送法等の一部を改正する法律により、通信・放送に係る法の適用関係が整理

されたことに伴う規定の整理 

（別表第１並びに別表第２第２３項及び第２４項関係） 

３ 施行期日 

公布の日 
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参 照 ２ 

   風致地区内における建築等の規制に係る条例の制定に関する基準を定める政令

抜粋 

 （行為の制限） 

第３条 （第１項省略） 

（第２項省略） 

３ 次に掲げる行為及びこれらに類する行為で都市の風致の維持に著しい支障を及ぼ

すおそれがないものとして条例で定めるものについては、第１項の許可を受け、又

は前項の規定による協議をすることを要しないものとする。この場合において、こ

れらの行為をしようとする者は、あらかじめ、面積が１０ヘクタール以上の風致地

区にあつては都道府県知事等、その他の風致地区にあつては市町村の長にその旨を

通知しなければならないものとする。 

（第１号省略） 

(2) 道路、鉄道若しくは軌道、国若しくは地方公共団体が行う通信業務、認定電 

気通信事業（電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１２０条第１項に規

定する認定電気通信事業をいう。）若しくは基幹放送（放送法（昭和２５年法律

第１３２号）第２条第２号に規定する基幹放送をいう。）の用に供する線路若し

くは空中線系（その支持物を含む。）、水道若しくは下水道、電気事業（電気事

業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１６号に規定する電気事業を

いう。）の用に供する電気工作物又はガス工作物の設置又は管理に係る行為（自

動車専用道路以外の道路、駅、操車場、車庫並びに発電用の電気工作物及び発電

事業（同項第１４号に規定する発電事業をいう。）の用に供する蓄電用の電気工

作物の新設に係るものその他都市の風致の維持に著しい支障を及ぼすおそれがあ

ると認めて条例で定めるものを除く。） 

電気事業法抜粋 

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ
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ろによる。 

（第１号から第１３号まで省略） 

(14) 発電事業 自らが維持し、及び運用する発電等用電気工作物を用いて小売電気

事業、一般送配電事業、配電事業又は特定送配電事業の用に供するための電気を

発電し、又は放電する事業であつて、その事業の用に供する発電等用電気工作物

が経済産業省令で定める要件に該当するものをいう。 

（第１５号から第１５号の４まで省略） 

(16) 電気事業 小売電気事業、一般送配電事業、送電事業、配電事業、特定送配電

事業、発電事業及び特定卸供給事業をいう。 

（第１７号及び第１８号省略） 

（第２項から第４項まで省略） 

放送法抜粋 

（定義） 

第２条 この法律及びこの法律に基づく命令の規定の解釈に関しては、次の定義に従

うものとする。 

（第１号省略） 

(2) 「基幹放送」とは、電波法（昭和２５年法律第１３１号）の規定により放送を

する無線局に専ら又は優先的に割り当てられるものとされた周波数の電波を使用

する放送をいう。 

(3) 「一般放送」とは、基幹放送以外の放送をいう。 

（第４号から第３２号まで省略） 

放送法施行規則抜粋 

（定義） 

第２条 この省令の規定の解釈に関しては、次の定義に従うものとする。 

（第１号から第３号まで省略） 

(3) 「有線一般放送」とは、有線電気通信設備を用いて行われる一般放送をいう。 

（第４号の２から第１４号まで省略） 
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電気事業法の改正について
第７５号議案説明資料

【経済産業省資料抜粋】
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